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に検討されたことはなかった。この点で，本書の著

者沈潔氏の意欲的な意図は高く評価される。今後，

個別の部門では新資料の発掘に伴って，より詳細な

研究が生まれる可能性はあるが，満洲国の社会事業

全体を扱う研究として，本書を超える成果を生み出

すのは容易な作業ではないであろう。こうした本格

的な社会事業研究に取り組まれた著者に敬意を表し

たい。なお，本書は，日本女子大学大学院社会福祉

学科に提出された博士論文をもとに執筆・刊行され

たものである。
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まずー本書の構成と内容を簡単に紺介する。

序 章 日本植民地社会事業への歴史的反省

第 11安 r j椅洲国J 社会事業；植民地政策の策定過

程

「満洲国」社会事業行政の展開および機

l!E 

第3章満洲における社会事業団体の構図

第4牽袋村と都市の社会挙業

第5章戦時厚生事業

終章 中岡本土と「満評判国」社会事業の関連

巻末に参考文献目録，西暦・和暦・「満洲国」暦

対照表，年表，索引が付されているつ

第2章

序業では，問題意識‘研究bl的と意義，先行研究，

利用資料と用語が述べられる。ここでのもっとも重

要な点，i.歴史の連続性を， j前世ti社会事業について

も実証したいという著者の意，，,tである。

第l章では，まず第1節で後藤新平の「文装的武

儀論」にふれて，後藤の思想、が満洲国の社会事業に

色濃く影響していることを主張し，ついで，第2節

でiI j結社会事業一体化政策の策定として都合3回開

催された日満社会事業大会にふれ，満洲国社会事業

の11本人官僚による内部統制の強化弘第3ui'iでは．

東亜新秩序論と東亜社会事業連盟論を検討する。

第2章では，関東州社会事業行政の沿革そ述べた

あと，満洲国の社会事業行政とその機能を，創立期

mm～371f)，整備期（37～：）9年）, I.学生Wl(40～ 

「アジア経済』 XXXVIII-11(1997 .11) 

「満洲国」（以下，満洲国）研究は，現在では，教

育，；丈学，映画，写真，音楽などの文化についても，

また，中関東北近現代史の視角からも行われるよう

になった。中間でも，長春の東北論陥 1－四年史総編

室を中心に精力的な研究が取り組まれ，成果が公刊

されている》もちろん，満洲同研究のなかで，現在

なお研究対象とすべき，あるいはさらに深めなけれ

ばならない領域も多い。そのなかでもっとも立ち遅

れているのが社会研究である。その一国は，中国東

北地域は，中国人，朝鮮人，満族など少数民族，白

系ロシア人などからなる多民族社会であり，そこに

日本人が植民者あるいは統治者として人り込んだと

いう複雑な社会構造を解明することに困難が伴うこ

と，またf鬼偶国家満洲国における日本の統治が，ど

こまで中国栄北社会に浸透することができたのかを

実証することがきわめて困難なところにある。

満洲国の統治が，社会の米端にまで入り込むこと

ができなかったことは，さまざまの資料や関係者の

回想などから推測される。しかし，現在のところ，

地方行政制度や県中央の官更について研究されてい

るだけで，地方統治や社会構造の実態解明にはほど

遠い＂さらに，満洲国の統治・支配；こ重要な役識を

巣たした協和会などについても，その末期にいかな

る活動を行ったかは明らかにぷれていないωて、ある
本書は，こうした状況の中で満洲固における社会

事業の実態分析をめざした，初めての本格的な研究

成果である。本書で分析されている「j前洲」（以下，

満洲）社会事業の動向と問題ぷiは，これまで本格的
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害警 評

45年）の3期に分けて，その理念と事業実態を分析

し，第九節では中央社会事業連合会の創立と役割を

検討する。

第3章では，中国人，日本人，欧米人の経営する

社会事業団体に分けて，それぞれの活動内容と特徴

をまとめる。

第4事では，義倉（中国に古くからある救荒・備

荒制度），関東州の方面委員制度，満鉄の福祉委員

制度，満洲同の隣保委員制度についてその由来，構

成，活動内容を分析したあと，それぞれの委員制凌

を比較分析するの

第5章では，アジア太平洋戦争下で強fとされた，

医療行政統制，健民政策，軍事援護について分析す

る。

終章では，中岡本土の社会事業と満洲間の子士会事

業の特徴に触れ，それぞれの特徴をまとめるつ全体

として満洲悶の社会事業は，満洲事変，討中戦争ー

アジア太平洋戦争とつづく戦時下の国民動員の A 潔

であったという基調で執筆されている。

本書は， i荷洲匝！ω社会事業の歴史を．ほぽ建国待
期， H中戦争開始以降，アジア太平洋戦争開始以降

の3期にlベ分して，その制度，特徴，実態を総合的

に分析した初めての研究書であるc 使われている資

料は比較的利用の寄易なものもあるが，答者が:idSべ

るように，探しIllすことの符易でない雑誌論文など

の資料を丹念に集めて分析している、

満洲困0）社会事業に関する 4次資料である公文奈

は，日本敗戦前後ω処分によって， 11牛；でも中国で
も現ffするものはほとんどなl•o i錆j洲証i中央ω諸施
策を検討するためでさえ，残されたIJ本侭lj資料や法

令， 二次的な資料である公刊された新聞・雑誌やノ4

ンフレットなとを傑るしかない。それらを集成しで

まとめ上げるために非常な労汗を獲したことは谷坊

に推察できる。この怠味で，史料の博慢もf守めて，

本:;i干を執筆3れた計者の労は多とされるでJ

本持には，：i[iljにわたって行われた1I 満社会挙業

大会の満州｜芳l社会事業における絞首づけ，満洲凶赤

十字社の成立経緯とその実際の活動， j前洲国におけ

る義合ω役割などーこれまでほとんど検討3れたこ
とのない王将だが体系的に挺示されている。また‘

1939年の組織改正によって，満州国民生部iこ労務司

がおかれ，労務動員を取り妓うようになったこと，

42年には国民勤労奉公局が設宣されたことなど，戦

詩体制下における労務動員政策も含めて，戦待下の

社会事業の持った意味を詳細に検討している点、も，

評者iこは納得いくものであったc 関東外｜の方面委員，

j荷鉄の福祉委員，満洲国の燐保委員の比較検討にも

た変興味深いものがあった。満洲国期の社会事業を

検討する療には，労働統制，労務動員，労働者の生

活状態もあわせて取り上げられる必要があるが，そ

の点、でも，著者が，社会福祉事業だけでなく，広く

社会事業を検討しようとしていることが窺われ，妥；

勺であると考えられるc

1
 
1
 
1
 

すでに触れたように，今後本蓄を趨えるj誇洲国社

会事業史を編むのは存易なニとではなし泊。それだけ

に，本書ω主要論点や資料操作において，五千者が疑

問をfまった箇所を指摘しておくべきであろう。

第1は，：本警の対象範囲の問題である。本書は，

r I l詰毒消｜国」社会事業史血と題されているが，関東州

の社会事業も含めて検討されている η これは，ひと

つには，戦前期においては，満洲国が取り上げられ

るときには．必ずと討っていいくらいに今関東州も

含めて検討されていた事実の反映であろうし，また，

持者が，関東州も満洲国も同じく中国東北における

け本の組民地であったという観点にたっているため

で、あろうコしかしこの紡巣、満i:IHrnl；土日本が植民地

にはできず，まがりら：りにも独立国ω形を付与せざ
るをえなかった｛鬼繊｜刻家であり‘関東州は租借地で

あるという，性格のj裳いから生じる側々の施策の微

者bな十lliifそ亀fH月ずることに，必、ずしも f,見工力しなかっ

たようにみえる。存者も槌所で指摘している，関東

州の社会事業でほll本人向けのものがほとんどであ

ったという事実も，関東州1デや関東rtが制借地経常
のための;t;:L;;Jの釘庁であったということによってい

る商が強＇＇ o もちろん，符f符の観点lま a 貸しており，

ィ出j洲い！と関栄州の社会事業を並べて倣ったことによ

り，必fすがir，治則社会事業の全体1燥を描きやすいとい
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察：評

う利点もあるため，こうした扱いを必ずしも否定す

るわけではないc

しかし，このように満洲国と関東川を一体として

とりあげるのであれば，満鉄の社会事業，民国期の

中国東北社会事業についても本格的に取り上げるべ

きであったろう c

この点について著者は終章において「当時の満洲

地βでは，『j前洲国』のシステム，関東外！のシステ

ム， i筒鉄のシステム．第三国のシステム，張作家ら

が残したシステム，そして中国共産党が民衆を組織

して展開した社会事業活動が，同時に存在していて，

複雑で々：体的な交差関係を構成した」（304ページ）

と指摘している。このうち中国共産党につも＇ては，

1945年以降の東北解放区および新中国成立以降のこ

とになるためにおくとしても，満HI国社会事業前史

としての張作諜・張学良政権，およびー臼）／蒔洲国穿j

にも併存した満鉄ω社会事業については，本書にお

いて本格的に取り上げられる必要があった。

満鉄の行った社会事業制度でまとまって取り上げ

られているのは福祉委員であるが，それ以外につい

ての斤汝は少ないc 満鉄は，満鉄沿線の鉄道付属地

の経営を行い，地方経営という形で．住宅建設，病

院経営・施療，衛生・防疫機関経営，社会施設経営，

補習教育などを行っていた。これは植民地経営の… P

環であり，その相勺占II分が，関東州、iにおけると嗣

様，花住｜｜本人向けであった。とはいえ，設立以来

敗戦による解体まで社会事業を行っており，規模か

らしても関東州における社会事業を凌駕していた。

たとえば，満鉄が経営し， 1929年に対I司法人となっ

た大連医院の取扱い，忠者数は， 36年！変で合計77力

5496人であった（注 i」ニれに対して， J守符が取り i

げている大連型愛医院の患者数は35年度で19Jj余人

(164ページ，なお，これは延べ人数であろう）で

あったことからみても，満鉄の行った社会事業の中

国梨」tにしめた位蹴ω大きさが理解できるであろう，，，
第1次から第3次までの満鉄の社史Iit 2）には，付属

地も含めて満鉄が行ったあるいは助成した社会事業

が網羅的に取り仁げられている。ニU)J,',(U）掘り下け

が， 本主主では弱し通ようには受けられる J

また，満洲国成立以前に東北を支配した張作森・

92 

張学良政権下での社会事業についても，義倉をのぞ

いて本格的な検討を欠いている。張政権下において

は積極的な産業開発政策がとられたが，それにとも

なって，なお萌芽的なものであったかもしれないが，

社会事業も行われた。この点については，東北防疫

処と防疫条例が（254ページ），また救済院，遊民習

主所，済良所などが触れられているが (101へ 104ペ

ージ｝，張政権下での社会事業がし晴海なるものであ

ったのかを全体的に検討し，東北の社会事業史がー

覧できるような形で本書が編まれていれば，｛鬼｛晶国

家満洲国の社会事業の特徴がさらに浮き彫りにでき

たと思われるc

;;g2は，後藤新平の評価の問題である。後藤は，

台湾総督府における経験を踏まえて，「文装的武備

論」を唱え，日露戦争後の関東州と満鉄付属地とい

う「槌民地」における軍政を再定し，一種の「文化

的統治」を明えたり著者の指摘するとおりであるc

通情，この後藤の「文装的武備論」は，満鉄と関東

州経営において弓われるが，これに対して，著者は，

満洲国の社会事業政策に後藤の「文装的武備J政策

が継承されているとする。箸手寺のブJ点のひとつであ

ろう。しかし句この点は論証が不足しているために

説得的でなく，また後藤の過大評価があるように思

われる。著者が主張するように， i筒洲国期の社会事

業に後藤の忠、想の影響とも見られる現象が存在する

(/) iム fl本の満洲注jによる中凶東北支配が，武力だ

けでは不可能であり，文化的な装いをこらさざるを

えなかったことの表れである。

後藤自身ω例人的信念もあいまって，当時の国際
関係を反映して，初期の満鉄は中央試験所における

働生研究や衛生課ω設置，付属地経営などを重視し
た。この点についての後藤の影響は大きかったが，

満洲国期に関していえば，後藤の影響によるものと

いうよりも， i／.唱洲国が国際関係あるいは中国本土と

ω関係を意識せざるをえなかったための（著名はこ

の点を29ページで指摘している），そして｛鬼儀国家

であった満洲国が住民を掌握するためにとらざるを

え伝かった政策である。「文楽的武備論」と「式治

派 は「ただ納民地支配の子段と戦術上での視点が

異なっているだけで」あったと箸者はしているが
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(25ペーシ），そのとおりであろう。後藤の思想が

満洲国社会事業政策に反映されているとするには，

さらに実証が必要であろう。

第3に，協和会の役割の軽視である。協和会は，

当初民意を反映させるために設立されたとはいえ，

上依下達の民衆統治機関に変化した乙協和会は社会

事業団体ではないが，それでも協和会の記録には，

満洲園地方住民の声がある程度生の形で表現されて

いる。葬者も強調する戦時動員強化という観点から

であるとはいえ，婦人勤労生活の合理化や妊産婦や

乳幼児保護などが議論されている（if:11。本書でいわ

れている「厚生期」にあたる，アジア太平洋戦争開

始以降の時期の協和会は，満洲国社会事業に国民教

化統ーという一面でではあれ，一定の役割lを果たし

たことは間違いない。協和会のこの面での役割にほ

とんど触れるところがないのは惜しまれるc

また著者は， j前洲労工協会を，奉天同去年常と並べ

て，伝統的民間社会事業団体とし (131ページ入新

興社会事業団体としているが（137ぺーシ），これは

誤りである《 j荷洲労工協会は，伝統的なものではな

く新興の社会事業間体でも Jなかった内／1箱詰H労E協会

は，著者も引用するとおり (138ページ），満洲にお

ける華人労働者を統制し， i前洲国にとってスムーズ

な労務統制をuうために1938年に設ιヨれた 労働
行政補助機関」であり，実際には労働者統制を第一

線で行った機関である。ただし， t誇洲労工協会の業

務には，労働者統制・動員という観点からの社会事

業的側面があったことは事実である。 i筒洲の労働問

題を説明する当時の年鑑類によるまでもなく，労働

問題には社会事業的側面がかならず作証する。手干す？

が，満洲国中央の社会事業施策に触れて，民生部労

務11Jや国民勤労’奉公局について検討を加えているだ

けに，労務動U・ 労働統制ω函に現れた社会事業的
側面を具体的に検討する必要があったのではないか。

第4に，興帳院が1939if:に行ったljl同社会事業に

関する調査の結巣が，「かなり『満洲JJ,J」に対する

植民地社会事業政策に実現されたと考えられる」と

著釘はしている（56ページ）点である】興亜院Lt,

日中戦争下での対中国政策立案・実総機関であり，

興亜院による，あるいは興亜院が委託した調査は，

：欝評

日中戦争によって日本が支配した華北，撃中におい

ていかなる政策をとるべきかを明らかにしようとし

ていた。本書で取り上げられている「支那J 社会事

業調査もそのような観点の調査である。著者が言う

ように，それを含めて満洲国の社会事業に「実現さ

れた」とするのであれば，そうであったことの実誕

が必婆である。もちろん，日本の社会事業家といわ

れる人たちが，いかに満洲国や華北や華中に進出し

介入していったかは，本書lこ記されているとおりで

ある。この点を，著者が詳細に追っていることは，

正当である。

最後に， g次を見てもわかるように，著者は＇ （詩

洲国の社会事業を時間軸で切るのではなく，政策，

行政，団体，農村と都市というように「輪切り」に

して論述している。このJi1去は，満洲国社会事業に

おいて何が問題であったのかを明らかにする点で有

効であるが，逆にやむを得ないことではあるが，同

ーのす1象を何度か描くと Laう叙述の重複を招いた。

以下は，やや些末にわたる点である。

(1) 満洲国の社会政策を3期に分けて，最終期で

ある1940年以降を「厚生期】と著有はしている（84

ページ以降）。評者はこの用語になじみのないため

もあろうが，むしろ「戦時統制期」としたほうが，

この時期の特徴をより犯擬しやすい表現であると考

える。

12: 後藤のえ；袋的武｛結論を紹介するに際して．山

田愛‘箸『満鉄調査部μ 収柳大ru主·~『実録 満鉄

調査部』（中国語訳）を著者は利用している。両書

とも．有益かつ興味を持って読めるものであるが，

後藤の思想を総介する際lこ，史料として生の形で引

用していい種類のものであるとは思われない。オリ

ジ十Jl,,を手lj月jすべきであったろう行後藤の思想、を著

符が重視するだけに惜しまれるJ点である。

(3) 満洲国建国当初の満洲慈善団体の反日心理の

高まりに対して．犬養毅外摘の Fidll5福祉増進に全

料（））J,ij情と支持」を11消して，これそもって満洲の
中国社会事業に対する基本方針であるとしている

(130ページ）むしかし，引用されている部分からは，

満洲事変後のtp［対東北における統治方針全般をぶし

たものであるとしか読めないことを指摘しておきた
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しh さらに，これは満洲国設立以前の発言である

(1932年1月1日付『満洲日報」記事）ため，かり

に結果として著者の青うように社会事業の基本方針

にその後なったとしても，史料の扱い方としては正

当ではない。 1932年1月1日といえば，直後に関東

軍の錦州爆撃，月末の第1次上海事件など謀略的な

事件が続いた時期である。具体的な社会福祉事業方

針を外相が年頭の談話で公表できるような時期では

なかった。

(4）著者は，義倉が「『満洲国」政府および関東

軍の重要な財源の一つになった」と結論づけている

が（202ページ），蕎賓の論述から読みとれるのは，

満洲同政府の社会事業助成費の財源となったという

ことであり，関東軍の財源となったとは，この部分

からは読みとれない。もちろん，義倉が日中戦争下

における農民からの収奪の一環であり，そして，満

洲国は関東軍によって戸内面指導」されていたため，

両者の相違を区別してはならないという立場はあり

うるが，その場合でも，やはり，史料を根拠にして

論ずべきであろう。

(5) また，世界紅出会総会，万国道徳会，全国理

善成煙会がj前洲国民間社会事業を支えていた「三大

支柱団体」とされていたと著者は指摘しながら（123

ページ），世界紅出会について詳しく触れるだけで，

資料不足のためか，後2千？の活動についてはほとん

ど触れていないことが惜しまれる。

(6) 誤植と見られる箇所が散見されることも惜し

まれる。重要なものをいくつか例示する。 1929年に

設盟主れた長春の教済院の経営者が新京特別市公害

と3れているのは (102ページ），満洲凶設立以降そ

うなったことの，また I碧山庄」（26,156～159ペ

ージ）は「碧山荘」の誤りである。また「ロシア人

（白露人と呼ばれ，現在のぺルシア人）」 (177,180 

ページ）としている Pペルシア人」は不要，恰爾漬
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俄難民救済会の設立年は， 32年（表336）ではなく

22年。「五族共和」（223,224, 249ページ）は「五

族協和」の間違いである。満州i国では「共和制」を

意識させる「共和」という語を避けた。また，協和

会について「日本側の関東州当局によって直接コン

トロールされ，特殊な地位に置かれた政治組織であ

り＿j (228ページ）としているが，関東州は関東軍の

誤りであろう。協和会は満洲同の組織であり正式名

称［ま瀧洲帝国協和会，関東州によってコントロール

されたことはない，などである。

N 

すでに記したように，本書は， j荷洲国社会事業に

関して初めて全面的な検討を試みた点，そして満洲

国研究において最も遅れていた領域のIつを開拓し

た点に，最大の価値を見いだせるο この結果‘満ill,

国期研究に大きな刺激を与える著作となった。前節

末で触れた細かな疑問点は，本書の価値を低める取

庇ではなしh また，著者の真意とは異なる批判点を

婦げたかもしれない点は，評者の力不足によるもの

であり，お許しいただきたいコ汲後にこの本稿的な

満洲国社会事業史を編まれた著者に，改めて敬意を

表したい。

（注1) j羽；満洲鉄道株式会社 rf有満洲鉄道株式会fl

第三次十年史」大連 1938年 2262ページ。

（注2) 南満洲鉄道株式会社『南満洲鉄道株式会社

十年史』大連 1919年／南満洲鉄道株式会社庶務部調

査課編「南満洲鉄道株式会社第二次十年史』大連 南

満洲鉄道株式会計 1928年／南満洲鉄道株式会社 Ai十j

満洲鉄道株式会社第三次十年史4。

(i主3) 満i！帝国協和会「第十一同全国聯合協議会

記録（日文） 康徳十年九月日二十五日至二十九日』

1943年 90～103ページ，参照旬、

（アジア経済研究所地域研究部主任調査研究員）
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